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第 1節	
 はじめに  
	
 本稿は、CD-R の市場価格が暴落した事例

を通して、優れた技術革新が商品のコモデ

ィティ化を促進するメカニズムとその成立

条件を明らかにするものである。1998 年時

点において 700 円台であった記録メディア

CD-Rの市場価格が、その後1年足らずで100

円前後に暴落した経緯がある。一般的には、

この事態は台湾企業が CD-R 生産に乗り出

し、低労働コストを活かした大量生産によ

って、世界中の市場を席巻したからである

とされている。	
 

	
 こうした事態を防ぐためには、従来の経

営学、マーケティング論の考え方からする

と、「技術を海外に流出させない」「知的財

産をマネジメントする」「ブランドを確立す

る」といった発想をもとに、他者に真似の

できない技術で優れた製品を作り、差別化

を図って、希望する小売価格で消費者に選

好してもらうことを試みるであろう。しか

し、日本の CD-R ディスクメーカーは、技術

を外部に流出しないよう知的財産をマネジ

メントし、ブランドを確立しようと試みて

いたのである。	
 

	
 それにも関わらず、こうした考え方が通

用しない事態が CD-R 市場に起こり、優れた

技術製品が瞬く間にコモディティ化してし

まった。その後、わが国では一社を除く全

ての CD-R ディスクメーカーが、国内生産か

ら撤退することになった。このケースは、

CD-R 市場に限らず、他の市場においても起

こりうると考えられるため、本事例の考察

は今後の製品開発論および MOT（技術経営）

の分野に対して一定の貢献があると思われ

る。	
 

	
 本稿の構成は次の通りである。第 2 節で

は、先行研究のレビューを通じて、本稿の

分析視点を明らかにし、第 3 節で CD-R の技

術および市場価格暴落の事例を検討する。

そして第 4 節で、本事例から CD-R という技

術商品のコモディティ化メカニズムとその

成立条件について議論する。第 5 節では、

結語として本稿のインプリケーションを述

べる。	
 

	
 

第 2節	
 先行研究と問題点の検討  
2.1.バブル崩壊以前（1986－1992 年）：
「技術立国・日本」の確立  
	
 1970 年代以降、日本は技術立国として世

界経済を牽引する立場にあるという点が強

調されてきた。実際に、自動車、エレクト

ロニクス、カメラといった工業製品におい

ては、世界トップレベルの品質によって、

MADE	
 IN	
 JAPAN というブランドを確立して

いった。しかし、1985 年のプラザ合意を発

端とする円高傾向によって、工業製品の輸

出志向から内需拡大志向へと転換していく

ことになった。ところが国内市場は既に飽

和状態となっており、製造業が市場から利

益を得るためには、製品ライフサイクルを

短縮化して買い替え需要を促進する以外に

選択の余地はなかった。	
 

	
 こうした流れを受けて、経営学分野にお

いてイノベーション研究という枠組みで、

研究蓄積が進んでいくことになる。伊丹

(1986)では、研究開発における偶然と必然
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の関係が 8 ミリビデオ用のテープ開発の事

例から分析され、野中(1990)は新製品開発

の研究から暗黙知から形式知へ変換する相

互作用を捉え、企業の知識が創造されるプ

ロセスを定式化した。根本(1990)は、生産

コストを削減するために R&D 機能をグロー

バル化することを主張し、藤本＆クラーク

は、技術革新によって製品差別化が可能と

なり、競争力ある製品を市場に導入するこ

とが可能であると指摘した。	
 

	
 

2.2.バブル崩壊後（1993－1996 年）：ア
メリカ企業のベンチマーク  
バブル崩壊後の 1993 年以降、再度アメリ

カ企業をベンチマークすることで不況を克

服しようとする議論が活発化してくる。特

に、マイクロソフト社 Windows	
 95 で成功し

たビル・ゲイツ氏の企業家精神を参考にベ

ンチャービジネスに乗り出せという議論が

増えていった。例えば、マルチメディアを

中心にした技術優位が競争優位になるとい

う指摘（赤塔，1896）、起業家精神によって

イノベーションを起こしベンチャー企業と

いてブレークスルーすべきという主張（岩

間 1996）、組織として挑戦するための R&D

人材の必要性（浦川 1996）などが語られる

ようになった。	
 

	
 これらの議論のベースになったのは、野

中・竹内（1995＝1996）の「知識創造論」

であった。野中らの議論は、1980 年代に成

功した 3Ｍ社といったアメリカ企業を事例

にしており、このこともベンチマークすべ

き対象がアメリカ企業であるという主張を

支えた。	
 

	
 

2.3.IT バブル期（1997－2001 年）：日本
型イノベーション待望論  
	
 1995 年以降、携帯電話とインターネット

が普及するにつれて IT バブルが起こり、日

本型イノベーション到来の期待とともに、

日本再興の気運が加速していった。この時

期、野中(1997)は、知識創造論の視点から

イノベーションを起こす企業には組織風土

が重要であるとの指摘をしている。その他、

半導体産業をケースに日本型イノベーショ

ンを技術革新の累積性に求める議論（佐久

間 1998）、トヨタ生産方式の再評価（佐武

1998）、「モノづくり精神」による企業風土

が重要であるという指摘（唐津・加護野

1998）が注目されていった。	
 

	
 このような議論の背景には、クリステン

セン（1997＝2001）による「イノベーター

のジレンマ」を指摘した議論があった。こ

の議論によれば、優良企業が目先の大口顧

客に適応することで、来るべき需要に対応

できず、当該企業が破綻してしまうという。

この指摘をよりどころに、日本企業はアメ

リカ型イノベーションをベンチマークする

のではなく、日本型イノベーションを模索

する方向へ進んでいった。	
 

	
 

2.4.IT バブル衰退以降（2002 年以降）：
MOTブームの盛衰  
2003 年以降、わが国では経営系大学院で

MOT 教育が行われるようになり、当該分野

の関連教材が多数出版された。MOT 教育で
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提供される主な内容は：(1)技術投資の評価

法、(2)優良企業のベンチマーク法、(3)戦

略立案、(4)グローバル化の議論、(5)R&D、

(6)大学との連携ベンチャー、(7)企業家精

神、(8)知的財産マネジメント等であった。	
 

この時期の議論の特徴は、技術のわかる

経営者としての CTO(Chief	
 Technology	
 

Officer)による中央集権体制の必要性（早

稲田大学ビジネススクール 2003a）、地域一

体の知的クラスターとしてイノベーション

を活性する指摘（早稲田大学ビジネススク

ール 2003b）といった人材教育の重要性を

強調しており、アメリカ型 MOT を再度評価

する方向に戻っていった。	
 

	
 この流れに対し、伊丹(2009)は、シリコ

ンバレーをモデルにしたアメリカ型イノベ

ーションは、日本企業がそのまま受け入れ

てもうまく機能しないと指摘した。その理

由として、(1)アメリカのベンチャー企業は

大企業に買い取ってもらうことを前提にし

て投資費用を回収するという発想になって

いる、(2)関係各社とのオープンな取引がベ

ースになっている、(3)英語が共通語である

ため世界中の人材が集まる、(4)米ドルは国

際基軸通貨であるため国際的な市場を相手

にできる、という 4 点を指摘している。以

上、伊丹議論では、今後の MOT の方向性と

して、現場の人間力学を踏まえた研究蓄積

の重要性を主張しており、アメリカ型 MOT

を無批判的にベンチマークすることの限界

を示唆している。	
 

	
 

2.5．問題点の検討  
	
 これまで見てきたように、技術経営を中

心とした先行研究は、優れたイノベーショ

ンによって技術立国・日本を再興しようと

い う 「 イ ノ ベ ー シ ョ ン 主 義

（innovation-ism）」ともいうべき方向性を

確認できる。これらの議論では、日本型イ

ノベーションが良いかあるいはアメリカ型

かといった流れで進められてきた。すなわ

ち、ベンチマークすべきイノベーションを

探索する形で議論されてきた。	
 

	
 そして、2003 年以降、わが国に MOT 教育

が本格的に始動した後は、イノベーション

に加えて知財マネジメントの必要性も指摘

されていった。特に、妹尾（2009）は、知

財マネジメントによって事業戦略を強化し

なければ、日本企業は「技術力で勝っても

事業で負ける」という主張を展開している。	
 

	
 こうした議論の上で、光ディスク産業は

成功事例として取り上げられてきた。新

宅・小川・善本（2006）によれば、特許で

優位性を持つ要素技術と生産ノウハウが埋

め込まれた全自動一貫生産が可能なインラ

イン装置を垂直統合することで、技術的蓄

積の無い新興国企業でも短期間で量産が可

能になる点を指摘している。すなわち、日

本企業ではこうしたビジネスモデルを新興

国へ移転し、OEM 生産することで競争を優

位に進めることができるという考え方であ

る。	
 

	
 しかし、上の議論には決定的な問題があ

ると思われる。確かに優れたイノベーショ

ンを知財マネジメントでガードすることで、
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頑健なビジネスモデルが誕生するように見

える。しかし、実際の CD-R のケースを見れ

ば、国内販売価格は 700 円台から 100 円台

に 1 年足らずで暴落したのであり、このケ

ースを成功事例と見なすのには無理がある

と言わざるを得ない。この問題に関して、

イノベーション主義的 MOT 研究は明確な示

唆を与えてこなかったと考えられる。	
 

	
 本稿では、この CD-R の市場価格暴落の事

例を検討することで、既存の MOT 研究が捉

えきれなかった問題点を指摘し、技術製品

のコモディティ化の議論に厚みを加えるこ

とを試みる。	
 

	
 

第 3節	
 事例：CD-R市場価格の暴落  
3.1.CD-R市場の形成  
1980 年、ソニーとフィリップスによって

CD（コンパクトディスク）が発売され、そ

れまでのレコード盤市場を一気に塗り替え

てしまった。CD は、レーザーによる走査で

情報を読み込み、音楽等が視聴できるメデ

ィアである。この技術の延長上として、1990

年に発売されたのがCD-Rである。CD-Rは、

記録部分にデータが書き込まれた後、デー

タを上書きできない性質を有したディスク

であり、公的な文書保存に利点があるとし

て注目された。	
 

	
 この CD-R（CD-Recordable）という名前

は、開発元の太陽誘電が付けたものである。

太陽誘電は、ピックアップからのレーザー

照射熱によって変質する素材を開発して

CD-R を実用化した企業であり、ソニーと共

同して CD-R を市場に送り込んでいった。	
 

	
 1998 年 11 月、三菱化学は音楽用 CD-R を

市場価格 700 円でリリースした1。しかし、

1999年には 100円台の台湾製ノンブランド

CD-R の流入により、日本製価格は 200 円台

にまで暴落してしまった。この背景には、

1990 年代半、CD-R の生産コストを削減する

見込みから日本の光ディスクメーカーは、

アジアを中心に生産拠点の海外シフトがあ

った。特に台湾での光ディスク生産は著し

く、今日では世界シェアの 6 割を超えるま

でになった2。当時、台湾企業は低い労働コ

ストによって販売価格を抑えて流通させた

ため、日本市場では、日本製価格 700 円台

と台湾製価格 100 円台という 2 つの価格帯

が発生した。日本の光ディスクメーカーは、

CD-R に付加価値をつけることで安価な台

湾製との差別化を図ろうとしていった。	
 

	
 例えば、1999 年、三菱化学は 700MB 容量

の 8 倍速書き込み可能な「CDR80SA1」をリ

リースした3。2001 年では、富士フィルムが

ディスク回転時の振動を抑え音質を飛躍的

に向上させた「AXIA	
 CD-R	
 PRO	
 for	
 Audio	
 80」

をリリースした4。同年 TDK では、高感度記

                                            
1	
 出所：三菱化学ニュースリリース「音楽録音用

（民生用）CD-R、CD-RWディスク新発売のお知
らせ（1998年 10月 22日）」三菱化学ホームペー
ジ。 
2	
 出所：ワイズコンサルティング「転落の一途、

光ディスク媒体が縮小する訳（2010年11月11日）」

ワイズコンサルティングホームページ。	
 
3	
 出所：三菱化学ニュースリリース「新有機色素

『スーパーアゾ』を採用した 700MB 及び 650MB の

CD-R『スーパーアゾ』シリーズの新発売について

（1999 年 9 月 29 日）」三菱化学ホームページ。	
 
4	
 出所：ファイル・ウェヴ「アクシア、高音質を

追求した『CD-R	
 Pro	
 for	
 Audio』ディスクに 80 分

モデルを追加」ファイル・ウェヴホームページ。	
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録層を採用した高性能 CD-R「ニューXA」を

リリースしている5。	
 

	
 その後も、各社は新機軸を打ち出そうと、

差別化を図ろうと試みた。2002 年には、三

菱化学はレコード盤のデザインを施した

「Phono-R」をリリースした6。2003 年、リ

コーは ROM 領域も持たせた独自のハイブリ

ッド CD-R をリリースしている7。しかし、

CD-R の実勢価格は 2003 年には一段落し、

50 枚単位で 1 枚あたり 50 円台といったレ

ベルで安定していった。	
 

	
 この流れの中、TDK は 2006 年に国内での

CD、DVD ディスク事業から撤退8、2008 年に

は日立マクセルも国内の記録メディア生産

を終了させている9。結局、日本国内での

CD-R 生産はコスト的に合わなくなり、2009

年には太陽誘電を除く全てのメーカーは国

内生産から撤退してしまった。2012 年現在

では、データ用 CD-R の市場価格は 50枚 700

円台で安定しており、1 枚 35 円の水準にな

                                            
5	
 出所：ファイル・ウェヴ「TDK より音楽用 CD-R、

RW の『ニューXA』シリーズが新発売（2001 年 6 月

7 日）ファイル・ウェヴホームページ。	
 
6	
 出所：AV	
 Watch「三菱化学、アナログレコー

ド風 CD-R『フォノアール』（2002 年 3 月 1 日）」AV	
 

WATCH ホームページ。	
 
7	
 出所：リコーニュースリリース「リコー、独自

のハイブリッドCD-Rをソフトウエアベンダー様に

発売開始（2003 年 8 月 28 日）」リコーホームペー

ジ。	
 
8	
 出所：TDK ニュースリリース「記録型 CD・DVD

製品生産からの撤退に関するお知らせ（2006 年 3

月 8 日）」TDK ホームページ。	
 
9	
 出所：AV	
 Watch「日立マクセル、DVD/BD/HD	
 

DVD など光メディアの自社生産を終了―外部メー

カーに生産委託し、事業は継続（2008 年 3 月 3 日

発表）」AV	
 WATCH ホームページ。	
 

 

っている。	
 

	
 

3.2.CD-Rの生産プロセス  
	
 第2項ではCD-Rの生産プロセスおよび技

術流出について言及する10。	
 

(1)  	
 CD-R の特性	
 

	
 CD-R の物理的構造は次の通りである。第

1 に 、 ポ リ カ ー ボ ネ ー ト 製 の 基 盤

（POLICARBONATE	
 SUBSTRATE）上に色素（DYE）

の層が施されている。第 2 に、その上を薄

い金属の反射膜（METAL）が覆っている。第

3 に、反射膜上に保護層としてラッカー

（LACQUER）が覆っている。これらの構造は

図 1 に示される通りである。実際のポリカ

ーボネート基盤、DYE 塗布後基盤、反射膜

付基盤のサンプルは写真 1 に示した。	
 

	
 

図１	
 CD-R の構造（断面図）	
 

＜出典：筆者作成＞	
 

	
 

                                            
10	
 第 2 項全般における技術的記述および技術流

出に関する記述は、電鋳装置メーカーのデジタル

マトリックス社（米国）の日本総代理店である海

外マシンツール株式会社（代表取締役田村利雅氏）

とのヒアリングデータをもとに作成した。なおイ

ンタビューは 20011 年 7 月 31 日、海外マシンツー

ル（株）本社で行われた。	
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写真１	
 CD-R 各種基盤サンプル	
 

＜資料提供：海外マシンツール株式会社＞	
 

	
 

	
 CD-R の記録方法の原理は次の通りであ

る。ディスクを回転させながらピックアッ

プからレーザー光線を照射し、この時に発

生する熱によって DYE 層にピット（穴）を

作ることで、DYE 層に凹凸を形成すること

ができる。この凹凸がデジタル信号として

記録されるのである。この DYE 層の厚みは、

通常数百ナノメートル11になっている。	
 

	
 

(2)  	
 CD-R の生産技術の概要	
 

CD-R のポリカーボネート基盤は、射出成

型機によって量産される。その際に金型と

なるニッケルスタンパー（写真 2）が、光

ディスク生産にとって重要な工程になって

いる。このスタンパーの質によって、成形

されるディスク基盤の性能大きく影響する

からである。このスタンパーの製作は電鋳

プロセスと呼ばれ、電気メッキ技術によっ

て金属を析出することで金型にしている。

この電鋳プロセスの後、裏面研磨装置、パ

ンチング加工機を経てスタンパー金型が完

                                            
11 100 ナノメートルは、0.0001 ミリメートル	
 
 

成する。	
 

	
 

	
 

写真 2	
 ニッケルスタンパー（ガラス原盤

から剥離直後）	
 

＜資料提供：海外マシンツール株式会社＞	
 

	
 

	
 CD-Rの生産工程の流れについては図2の

通りである。ニッケルスタンパーを製作す

るための原盤制作は、マスタリング工程と

呼ばれている（図 2 の A 工程）。音楽 CD 等

のマスタリング工程では、ガラス原盤に塗

布されたフォトレジスト層に、レーザーを

用いてデジタルデータを記録していく（レ

ーザーカッティング）。しかし、CD-R には

記録されるデータがないので、ピックアッ

プ用の走査線であるグルーブ（溝）のみが

ガラス基盤上に刻まれる。このガラス原盤

に電動膜処理をした後、電鋳工程にてニッ

ケルスタンパー上にグルーブを転写する。	
 

このような多段階の工程において専用の

装置が必要とされ、各工程の専用メーカー

が存在し、それぞれに特有のノウハウが存

在している。多くの装置は、一定の条件が

設定されると安定して稼働するのであるが、
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その中で電鋳装置は例外的な位置づけにな

っている（図 2 の B 工程）。なぜならば、電

鋳というのは化学反応を利用したメッキ技

術であり、メッキ液の微細な調整を常に必

要とするので現場の作業者のノウハウが大

きく左右する工程になっているからである。	
 

図 2	
 CD-R 生産プロセスの概要	
 

＜出典：筆者作成＞	
 

	
 

(3)  電鋳工程の概要	
 

	
 電鋳工程は、スタンパーという金型をメ

ッキ技術によって製作するプロセスである。

この前工程のプロセスでは、まずガラス原

盤（直径 200mm、厚さ 6mm）にフォトレジス

トを塗布し、この層にレーザーでグルーブ

を刻む。そして、データが刻まれたレジス

ト層の上に金属膜を処理し、導電性をもた

せる。この導電性のあるガラス原盤を陰極

にし、ニッケル水溶液のなかに浸漬し、陽

極をセッティングして電気を流すと、導電

膜上に液中のニッケルイオンが析出し、一

定の厚みになるのである。この厚みが

0.3mm になれば、スタンパーとなるのであ

る。この際、フォトレジスト面に記録され

たデータが反転した形で、スタンパー表面

に転写されることになる。そして、このス

タンパー金型として射出成型機に取り付け、

ポリカーボネート樹脂を流し込めば CD-R

のディスク基盤が量産できるのである。	
 

	
 電鋳装置の一般的な構造は、ガラス基盤

をセットする①電鋳タンクと②めっき液が

循環するタンクから構成される。効率的な

電鋳のために、常にフレッシュな電鋳液の

流れが必要になる。この電鋳工程において、

電鋳液に不純物が混入すると、スタンパー

裏面に突起やピンホールが出来るので、フ

ィルタリングしながら循環させる必要があ

る。フィルターの細かさは 0.2 ミクロンレ

ベルになる。	
 

	
 ニッケルの析出を均質的にするために、

ガラス原盤を回転させながら電鋳を行う。

このため、ガラス原盤を保持しながら回転

させる機構が必要となる。かつ、メッキの

原理上、原盤表面に電気が流れる必要があ

るので、回転機構は通電するに設計されね

ばならない。原盤にニッケルを析出させる

には、原盤側が陰極（カソード）になるよ

うにし、陽極（アノード）を液中にセット

し電流を流す。すると、液中のニッケルイ

オンがガラス原盤の表面に結晶化していく。	
 

	
 通電することで、ニッケルイオンがスタ

ンパーとして析出するにしたがって、液中

のニッケルイオンが減少していくことにな

る。そこで、アノード側をバスケット状に

し、その中にニッケル塊を入れておけば、

このニッケル塊のイオンが液中に溶け込み、

電鋳液のニッケルイオン量は一定に保たれ
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ることになる。	
 

	
 

(4)  電鋳液の組成	
 

	
 電鋳液には、スルファミン酸ニッケルを

利用する。この液を純水で希釈し比重をボ

ーメ 32 に調整し、ホウ酸 37g/L を投入し

ph 値を安定させる。そして界面活性剤を全

容量の 0.15％程度投入し、スタンパー表面

の突起やピンホールを回避する。	
 

スタンパー製作において重要なことは、

第1にph値を3.7-4.1に安定させて装置を

稼働することである。もし ph 値が不適切で

あればスタンパーに反りが発生し、射出成

型機に取り付けが出来なくなるので、完全

にフラットな状態を求められる。この ph

値は電鋳作業を繰り返すと徐々に上昇して

いく傾向にある。上昇した ph 値を下げるに

は、スルファミン酸を追加投入するのだが、

投入しすぎると ph は下がりすぎてしまう。

この液調整のノウハウを現場の作業者に蓄

積されていることが重要になってくる。	
 

第 2 に、電鋳作業をしていく中で、使用

されるニッケルペレット（写真 4）は消耗

していくので追加する必要がある。このニ

ッケルペレットに通電することで、このニ

ッケルイオンが溶け、電鋳液を介してスタ

ンパーとしてニッケルが析出するからであ

る。ニッケルペレットは、光ディスクの場

合、6mm 系の球形のものが一般的である。

このニッケルペレットは通電性のよいチタ

ン製のバスケットに収められ、電鋳液のタ

ンク内に設置される。電鋳処理が進むと、

ペレットが消耗するのでペレット間に隙間

ができる。この隙間を埋めるために、作業

者は定期的に棒状のものでペレットを「突

っつく（タッピング）」作業をしなくてはな

らない。もし、隙間が大きくなってしまう

と、スタンパーの厚みにバラツキが発生す

るからである。一般的にはスタンパーは、

＋/－3 ミクロン程度の厚みバラツキに抑

えられることが求められている。	
 

	
 例えば、ある光ディスクのメーカーでは、

電鋳装置の採用条件として、スタンパー10

枚作成につきペレットのタッピングを 1 回

としている。タッピングするということは、

一旦生産工程をストップしてメンテナンス

することであり、作業効率が下がる（タク

トタイムの低下）ことになる。当該メーカ

ーは、＋/－1 ミクロン内にバラツキが抑え

られたスタンパーを「チャンピオン」と呼

んでおり、チャンピオン 10 連発ノータッピ

ングを検収条件としていた。この検収条件

をクリアするには、温度制御、流量制御、

電流値のコントロール、ph 値の制御、回転

体の機械的精度、電極間の距離等さまざま

な項目を考慮して、装置の設定条件を見出

さねばならない。しかも、1 枚のスタンパ

ー製作には約 1 時間必要なため、適切な装

置と液の条件出しには一週間以上かかるこ

ともある。	
 

	
 このように、電鋳工程は他の工程よりも

(1)日々の装置の条件出しに熟練者のノウ

ハウが必要であり、(2)工程時間が長いとい

う理由から、光ディスクの生産プロセスに

おけるボトルネックになっているのである。	
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写真 4	
 ニッケルペレット：高純度のニッ

ケル塊	
 

＜資料提供：海外マシンツール株式会社＞	
 

	
 

(5)  	
 電鋳工程の問題点	
 

	
 電鋳工程（図 2 の B 工程）は、光ディス

ク生産プロセスの中でも最も条件のコント

ロールが困難であり、かつ長時間のプロセ

スになる。上述の通り、スタンパー1 枚あ

たりのタクトタイムは約 1 時間であるため、

出来上がったスタンパーに欠陥が見つかれ

ば作り直しになるが、さらに 1 時間が必要

になってくる。	
 

	
 条件出しの困難さは、第 1 に、電鋳液が

健全な状態であるかどうかは目視では確認

できないことにある。電鋳液の状態を数値

として計測できるのは、①ph、②比重、温

度の 3 つのパラメーターしかない。他の工

程であれば、各種ケミカルは容器から出し

たままのフレッシュなものを使用するので、

ケミカルメーカーの仕様書に従えばよい。

しかし、電鋳液はそうではなく、プロセス

中に液の状態は変化するので一定の ph や

比重を維持することは容易ではない。ここ

に人的な液管理のノウハウが必要になる。	
 

	
 第 2 に、スタンパーの厚みを制御するこ

とも困難な作業になる。電鋳技術、つまり

メッキ技術は電解液中の金属イオンが結晶

化することで金属を析出させるものである。

この析出の具合は、厳密に人の手でコント

ロールできない化学反応である。したがっ

て、厳密には同じスタンパーは二度と作れ

ない。要求されるスタンパー仕様は、ディ

スクの記録箇所付近の、中心から直径 15mm

から 120mm にかけての範囲で、厚さ 300mm

＋/－3 ミクロンが一般的である。しかも、

ピンホールや反りといった物理的欠陥は許

されない。厚みのバラツキをコントロール

するパラメーターは、①カソードの回転率、

②電鋳液の流速と方向、③電極間の距離と

角度、④電極間の遮蔽版のサイズや形状等

である。	
 

	
 第 3 に、電流の流し方によって、スタン

パーの物理的特性（反りなど）に影響があ

る。プロセスの初期段階で一気に高電流を

流すのか、徐々に時間をかけて高電流まで

持っていくか、タクトタイムを考慮しなが

ら最適値を見つける必要がある。	
 

	
 以上のような生産に関するノウハウは、

長年の現場経験を通して蓄積されるもので

あり、部外者が操作マニュアルを読んだだ

けでは、真似できるものではない。このよ

うなノウハウを社外に流出することは、当

該企業にとって命とりになると思われる。	
 

	
 それにも関わらず、生産現場のノウハウ

が社外に流出してしまう。その要因は生産

装置メーカーの動向による所が大きい。例
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えば、装置導入時、ディスクメーカー（ユ

ーザー）は、電鋳プロセスおけるプログラ

ムの最適値を入力した状態で試運転を行う。

一般的な装置検収は、現地導入時に立ち会

い検査をして合格しなければならない。そ

のため、装置メーカーのエンジニアは、現

場のノウハウを知り得ることになる。ここ

で入手した最適プログラムや電鋳液の調整

方法を、自社装置オペレーションの推奨値

として別のユーザーに供給することになる。	
 

	
 あるいは、装置メーカーが営業活動の中

でユーザーと仕様を打合せする際、ユーザ

ーの要望を最大限に取り入れてカスタマイ

ズ仕様を打ち出すことがある。そして当該

装置を特別仕様として導入する。その後、

その仕様は当該装置の標準仕様という形で

グレードアップして他のユーザーに販売さ

れる。このようにして、ある生産現場のノ

ウハウが装置メーカー経由で社外に流出し

てしまうのである。	
 

	
 

3.3．生産装置メーカーの動向と帰結  
	
 ここでは、1996 年から 1999 年にかけて

の生産装置メーカーの動向と帰結について

言及する。各種生産装置の中でも、レーザ

ーカッティング技術によるマスタリング装

置メーカーの動向が重要である。光ディス

クを生産する上で、音楽等のデータを信号

化し、レーザー照射にてマスター原盤のフ

ォトレジスト面に刻む技術（レーザーカッ

ティング）は、エレクトロニクス関連の大

手企業によって開発されてきた。わが国で

は、ソニー、パナソニック、パイオニアの

3社がそれにあたる（図 2の A工程）。当時、

世界的にみるとの主要カッティングマシン

メーカーは日本企業を含め 8 社あげられる

12。	
 

	
 既に欧米では、オランダの TOOLEX 社が大

きなシェアを持っており、欧米における光

ディスク生産において優位を持っていた。

そして、この TOOLEX 社が香港や台湾などの

アジア市場をターゲットに進出しようと試

みるのであるが、ソニー、パナソニック、

パイオニアも同市場に進出する方向に動き

出した13。	
 

	
 日本の 3 社は、国内の光ディスクメーカ

ーからの需要が落ち着いてしまい、今後売

販実績を伸ばすには、地の利を活かしてア

ジア市場に進出するほかなかった。中でも、

世界中のマスタリング装置メーカーが注目

したのは台湾であった。1990 年代後半は、

DVD が規格統一される動きにともない、将

来の DVD 市場にむけて投資熱が顕著であっ

た。特に台湾企業（RITEK 社や CMC 社等）

は、DVD の到来を予期したうえで、半導体

に代わるビジネスチャンスとして光ディス

ク生産への投資を加速していった。	
 

	
 しかしながら、当時はまだ DVD が市場に

出回っていないため、台湾企業は当面の利

                                            
12	
 日本を除けば、TOOLEX 社（オランダ）、SINGULUS

社（ドイツ）、Steag 社（スエーデン）、Nimbus 社

（英）、OPTICAL	
 DISC 社（米）が欧米の主要マスタ

リング装置メーカーであった（1998 年時点）。	
 
13	
 出所：海外マシンツール（株）、代表取締役田

村利雅氏とのヒアリングデータ。本 3節の 3 にお

ける記述は、同社からのヒアリングデータを根拠

にしている。	
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益を確保するために、CD-ROM や CD-R の生

産を始めることにした。重要な点は、DVD

が生産できるということは、CD-ROM や CD-R

も生産できる能力を持つことになる。原理

的には、マスタリング装置、電鋳装置、射

出成型機は CD も DVD 生産できる。したがっ

て、マスタリング装置メーカーは、こうし

た互換性をセールスポイントとして台湾企

業にアプローチしていった。台湾企業にと

っても、それは魅力的であった。	
 

	
 問題は、台湾企業には光ディスク生産の

ノウハウがないため、マスタリング装置（図

2 の A 工程）を購入しても、それ以降の工

程のマネジメントができない。そこで、マ

スタリング装置メーカーは、自社の生産ノ

ウハウ込みで、後工程の装置を含めた「プ

ラント」として販売する方向を選択した。

マスタリング装置メーカーは、自社の生産

工程に導入されている各種生産装置を仕入

れてパッケージ化し、自社のエンジニアを

派遣して技術指導をすることを条件に台湾

企業等に生産ラインを立ち上げていったの

である。台湾企業にとっては、生産プロセ

スに何か問題があれば、マスタリング装置

メーカーのエンジニアが問題解決にあたる

ので、大きな安心材料となっていた。	
 

	
 結果、後工程の装置（図 2 の B、C、およ

び D 工程）は、どのメーカーが良いか、ケ

ミカルはどのメーカーが良いかといったノ

ウハウをそのまま海外に移転することにな

った。そして、一定の品質でディスク生産

ができるまで、マスタリング装置メーカー

のエンジニアが指導するといった方法がと

られた。こうして、台湾企業は極めて短期

間で一定の品質で CD-R を、しかも低価格で

生産することができたのである。	
 

結果、光ディスク生産に参入した台湾企

業は、RITEC 社や CMC 社といった大手から

中小企業まで約 30 社に及んだ14。大手企業

は、日本企業のブランドでの OEM 生産を中

心に手掛けていたが、中小企業では音楽や

ゲームソフトといったコンテンツを

CD-ROM にするケースが多かった。	
 

コンピュータにおける先進国であるアメ

リカは、CD-R の利便性に着目し、台湾製の

CD-R を大量に輸入する方向に動いて行っ

た15。この流れと連動して、台湾企業は次々

に CD-R を生産していったのである。CD-ROM

に比べると、CD-R はコンテンツが無いので、

生産工程が少なくて済むため、人件費やタ

クトタイムを大幅に抑えられるので、1 枚 1

秒ペースでの大量生産が可能であった。し

たがって、中小企業でもこの分野には容易

に参入が可能となっていた。こうして大量

生産されたノンブランド CD-R は、第 3 国の

販売ルート等を経由して日本市場に大量流

入することになったのである16。	
 

	
 

第 4節	
 考察  
4.1.CD-Rコモディティ化メカニズム  
CD-R の事例において、日本の大手マスタ

リング装置メーカー（図 2 の A 工程）が、

自社向けに開発してきた技術を外販すると

                                            
14	
 出所：前掲ヒアリングデータ	
 
15	
 出所：前掲ヒアリングデータ 
16	
 出所：前掲ヒアリングデータ 
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いう動向を見てきた。これらの外販先が日

本国内に限定されていれば、価格の低下は

これほど急激に起こらなかったと思われる。

国内のディスクメーカーであれば、自社ブ

ランドを中心に生産するはずであり、ノン

ブランド CD-R を生産するとは考えにくい。

したがって、CD-R はナショナルブランドが

支配的となり、明確な流通経路を通じて安

定的な数量で供給されたと考えられる。も

し、過剰供給になれば、市場価格が低下す

ることは明らかであり、ディスクメーカー

としては投資額を回収し、安定した利益を

継続的に獲得したいと考えるであろう。	
 

	
 しかし、実際には台湾企業に多くの光デ

ィスク関連設備が日本からも移転し、台湾

製 CD-R によって、日本市場における価格暴

落が引き起こされた。この事態の経緯から、

次のようなメカニズムが働き、CD-R のコモ

ディティ化が急激に促進したと考えられる。	
 

① 製品のマテリアルが主にケミカルで

ある場合、複雑な組立工程が少ない

分、生産プロセスは生産装置の完成

度に依存することになる。特に射出

成型機を利用した生産プロセスの場

合はその傾向にある。	
 

② 生産装置が独立した専用メーカーで

製造されている場合、生産装置が適

正に作動するというノウハウは当該

装置メーカーに帰属するため、最終

製品メーカーの知財マネジメントが

通用しない所でイノベーションが起

こる。つまり、現場の要望を満たす

ための最適な装置のパフォーマンス

は、装置の性能が優れているからと

いう考え方になる。したがって、生

産活動に最適なパフォーマンスを実

行する装置は、装置側のイノベーシ

ョンとして見なされてしまう。	
 

③ 少数の専用装置メーカー各社が独立

した企業である限り、その販売先を

干渉されることなく複数の最終製品

メーカーにアクセスできるので、結

果同質的な製品が生まれることにな

る。	
 

④ これまでの流れによって、最終製品

メーカー各社は製品を差別化するこ

とが困難になり、消費者の選好に与

える決定的な非価格的要因が消滅し

てしまう。こうしたメカニズムによ

って、CD-R のコモディティ化が促進

していったと考えられる。	
 

	
 

4.2．コモディティ化メカニズムの成立
条件  
	
 以上のメカニズムが成立する条件は、例

えば、標準規格、多数の競合者等が考えら

れるが、特に次の 2 点が決定的に重要であ

ると思われる。(1)CD-R は組立工程のない

製品であること、(2)装置メーカーには知財

マネジメントが有用しない、という点であ

る。	
 

	
 

(1)  CD-R は組立工程のない製品で

ある	
 

	
 第 1 に、CD-R は確かに物理的に形状や質

量がある「物体」には違いなく、しかも、
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その生産プロセスにおいては高度な技術が

結集していることから「製品」と見なされ

やすい。よって、製品開発論や MOT、そし

て知財マネジメント論といった分野での研

究対象とされやすい。これらの研究分野の

鍵概念はイノベーションであり、既存技術

や他社技術と差別化することで、消費者に

選好してもらおうとする独占的競争を目指

したものになる。すなわち、イノベーショ

ンによって特別な技術を独占できれば、市

場において競争優位が得られるという考え

方を前提にしている。本稿ではこうした考

え方をイノベーション主義と位置づけてい

る。	
 

技術といっても自動車や電機製品、カメ

ラといった製品であれば、「組立工程」があ

り、この工程のノウハウがブラックボック

スになっているため、部品の調達を含めて、

部外者には見えない。したがって、組立工

程におけるノウハウが流出しない限り、他

社は容易に参入できないことになる。	
 

	
 しかし、CD-R 生産の場合は、組立工程と

いうものがない。そもそも色素や樹脂、金

属といったマテリアルを材料にしており、

これらの材料はマテリアルメーカー（例え

ば三菱化学やソニーケミカル等）や商社か

ら簡単に購入できる。CD-R そのものは、ポ

リカーボネート樹脂が熱で溶かされ、金型

内に射出されて冷え固まったものに、各種

溶剤が塗布され乾燥したものである。製品

としては、シャンプーやミネラルウォータ

ーのペットボトルの成型技術の延長上にあ

り、「組立工程」を必要とはしていない。極

論を言えば、生産装置と材料が揃えば、あ

とはプロセスをマネジメントすることが重

要であり、資金さえあれば誰もが参入でき

てしまう。実際に、装置を操作するノウハ

ウも一緒に販売されることで、本来光ディ

スクとは無関係な企業が参入し、短期間で

の生産を成功させている。	
 

	
 さらに、ほとんどの光ディスク装置メー

カーは REPLITECH という年 3 回開催の世界

的ビジネスショーに参加していた17。この

ショーに来場した新規参入者は、資金さえ

あれば生産ライン一式の装置を買い揃える

ことができ、装置の操作方法とプロセスマ

ネジメントができる経験者を雇用すればよ

く、CD、DVD 生産の参入障壁は極めて低か

ったのである。	
 

	
 

(2)  装置メーカーには知財マネジ

メントが通用しない	
 

CD-R は、通称オレンジブックという世界

規格に準じた製品である。このオレンジブ

ックは、CD-R として必要とされる仕様が記

されているため、誰でもこの仕様情報にア

クセス可能になっており、装置メーカー各

社（図 2 の A、B、C、および D 工程）は容

易に当該分野に参入できる。重要な点は、

                                            
17	
 REPLITECH ショーは、アメリカ、ヨーロッパ、

アジアを持ち回りに年 3回開催されていた（1997

－2001 年時点）。このショーでは、マスタリング装

置、電鋳装置、射出成型機、印刷機器、評価装置、

ケミカル企業といった関連企業のほとんどが参加

していたため、ここでも情報共有が起こり、ある

いは企業合併等も進んだので、各社の技術レベル

は一定の水準で同質的になっていった。	
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装置メーカーが努力して得たノウハウは装

置メーカーに帰属し、肝心のディスクメー

カーの知財マネジメントが及ばないことで

ある。	
 

本来、装置メーカーは自由にディスクメ

ーカー各社にアクセスでき、国内外問わず

営業活動できる。このため、台湾企業から

オファーがあれば、装置を販売するのは当

然であり、日立マクセルや TDK といった国

内ディスクメーカーがそれに干渉すること

はできない。このように、CD-R の生産技術

は装置技術に強く依存しているため、装置

が海外で販売されると同時に生産ノウハウ

も流出することになる。	
 

香港や台湾企業の中には、CD-R のスタン

パーを外販する企業があり、一方では高価

なマスタリング設備やプロセス管理の煩雑

な電鋳工程を持たず、射出成型機以降の工

程（図 2 の C および D 工程）だけに専念す

る中小規模の「レプリケーター

（replicator）」という業者もいる。レプリ

ケーターとは、外販されている CD-R スタン

パーを購入して CD-R ディスクを量産する

中小企業である。これなどはまさに、版下

さえあればあとは紙に印刷するだけという、

町の印刷業者と同じビジネスモデルであり、

ノンブランド CD-R を量産する原動力とな

った企業である。このビジネスモデルでは、

小さなビルのワンフロア程度の規模でも操

業可能になっている。しかも、CD-R のスタ

ンパーの取引価格はせいぜい1枚30万円程

度であり、そこから 10 万枚のレプリカを量

産すれば、小売価格が 100 円であっても収

益の出る事業になる18。	
 

こうしたレプリケーターの動向に対し、

日本のメディアメーカーが知財マネジメン

トすることはできず、生産装置の流通をコ

ントロールすることもできないのである。

なぜなら、レプリケーターが量産している

CD-R はコピー品などではなく、世界規格に

準じた正規品であり、法的措置で規制する

ことは出来ないからである。	
 

	
 

4.3．「技術移転」と見るか「技術流出」
と見るか  
	
 以上の考察から導かれることは、新宅ら

（2006）が示したような光ディスク産業の

「卓越したビジネスモデル」は、一般的な

製品メーカーが取りえる戦略ではないとい

う理解である。すなわち、当該ビジネスモ

デルは、三菱化学といったディスクの色素

供給が可能なマテリアルメーカーが、最終

製品の OEM 生産をするための技術移転を積

極的に展開するという垂直統合モデルであ

る。したがって、色素や樹脂といったマテ

リアル事業を持たない多くの製品メーカー

にはベンチマークできないモデルとなって

いる。	
 

	
 確かに、当該マテリアルメーカーが川下

の最終製品まで一貫して生産プロセスをコ

ントロールし OEM 企業と提携する場合、積

極的な「技術移転」が成功の鍵として描か

れるであろう。この場合の技術移転は、垂

                                            
18	
 出所：海外マシンツール（株）、代表取締役田

村利雅氏とのヒアリングデータ	
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直統合のグループ内における技術の移転を

意味している。しかし、各生産装置メーカ

ーはあくまでも独立した企業であり、マテ

リアル（ディスク）メーカーのコントロー

ル外にあるため、中小のレプリケーターの

乱立を考えるならば、個々の生産装置メー

カーの海外進出はやはり「技術流出」と見

るのが妥当であると思われる。新宅ら

(2006)の事例考察は、垂直統合内での技術

を海外の OEM 企業に広く技術移転しすぎる

と、ホスト企業の独自性が失われることに

なり、それが狭すぎると OEM 生産が市場を

リードできないという指摘が中心である。

このことからも、新宅ら（2006）の指摘は、

生産装置メーカーの動向を言及しているわ

けではないといえる。	
 

	
 先述したとおり、各生産装置メーカーは、

当該マテリアル（ディスク）メーカーのコ

ントロール外にある。よって、CD-R のコモ

ディティ化が促進した理由は、マテリアル

企業が OEM 生産の量産に成功したからとい

うよりも、むしろ欧米企業を含む装置メー

カーが香港や台湾などに進出する動向の中

で大手 OEM メーカー、中小レプリケーター

が乱立したからだと見るべきである。それ

によって生ずる過剰供給の中で、三菱化学

等のマテリアル（ディスク）メーカーが生

き残る道を、OEM 生産に色素を供給するモ

デルとして「事後的」に見出したと考える

べきであり、そもそも当初日本の光ディス

クメーカー各社が期待していたブランクメ

ディアのプレミアム市場の形成に関しては、

やはり失敗したと言わざるを得ない。	
 

結果、CD-R の分野では、新宅ら（2006）

が示した高価格主体の「プレミアム市場」

と低価格主体の「グローバル市場」という

棲み分けは成立せず、むしろ、コモディテ

ィ商品主体の単一グローバル市場だけが立

ち上がってしまっている。この事態を把握

するには、中小レプリケーターの乱立を導

いた生産装置メーカー各社の動向が鍵であ

り、見逃してはならない点はまさにこれで

ある。	
 

	
 

第 5節	
 結語  
	
 本稿は、CD-R におけるコモディティ化メ

カニズムとその成立条件を明らかにする議

論を進めてきた。この CD-R のコモディティ

化が引き起こした事態の結末は、わが国デ

ィスクメーカーの CD-R 国内生産からの撤

退であり、次世代メディアとして期待され

ていたDVD-Rや DVD-RWといったDVDメディ

アを利用した「ライフスタイル」提案の欠

如であり、DVD メディア市場を育てるべき

企業の役割放棄であった。	
 

	
 本稿が示すインプリケーションとしては、

企業の方向性を「優れた製品を作ること」

だけに執着するのではなく、当該製品を使

って消費者がどのような「ライフスタイル」

をエンジョイできるのかをプレゼンテーシ

ョンすることにあると考える。優れた製品

による「技術立国・日本」を求めているの

はあくまでも企業側であり、今や消費者は

「心豊かな生活立国・日本」を求めている

傾向にあると思われる。そうであれば、技

術をマネジメントすることの意味は、イノ
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ベーション主義とはまた違ったものになる

はずである。	
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